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(百万円未満切捨て)
１．平成26年３月期の連結業績（平成25年４月１日～平成26年３月31日）

（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年３月期 51,192 6.4 5,919 11.7 5,928 12.7 3,587 11.7

25年３月期 48,128 2.0 5,300 △7.0 5,260 3.1 3,209 12.4

(注) 包括利益 26年３月期 4,033 百万円 ( 4.6％) 25年３月期 3,855 百万円 ( 29.4％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

26年３月期 187.18 － 8.7 9.4 11.6

25年３月期 167.50 － 8.4 8.6 11.0

(参考) 持分法投資損益 26年３月期 －百万円 25年３月期 －百万円
　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年３月期 64,460 42,660 66.2 2,226.15

25年３月期 61,775 39,681 64.2 2,070.65

(参考) 自己資本 26年３月期 42,660百万円 25年３月期 39,681百万円
　

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

26年３月期 5,268 1,141 △3,728 9,746

25年３月期 3,244 1,702 △1,695 6,965
　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年３月期 － 30.00 － 30.00 60.00 1,149 35.8 3.0

26年３月期 － 25.00 － 41.00 66.00 1,264 35.3 3.1

27年３月期(予想) － 30.00 － 30.00 60.00 30.2
（注）25年３月期第２四半期末配当金の内訳 普通配当25円00銭 記念配当5円00銭

25年３月期期末配当金の内訳 普通配当25円00銭 記念配当5円00銭
26年３月期期末配当金の内訳 普通配当31円00銭 記念配当10円00銭

　

３．平成27年３月期の連結業績予想（平成26年４月１日～平成27年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 24,410 4.8 2,590 0.4 2,630 2.6 1,650 5.5 86.10

通 期 53,770 5.0 5,970 0.9 6,050 2.0 3,810 6.2 198.82
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※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

　
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

（注）詳細は、添付資料Ｐ.２２「４.連結財務諸表 （５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）をご覧

ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 26年３月期 20,688,135 株 25年３月期 20,688,135 株

② 期末自己株式数 26年３月期 1,524,799 株 25年３月期 1,524,190 株

③ 期中平均株式数 26年３月期 19,163,698 株 25年３月期 19,164,046 株

　

(参考) 個別業績の概要

１．平成26年３月期の個別業績（平成25年４月１日～平成26年３月31日）

（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年３月期 49,595 5.8 5,724 11.0 5,748 11.6 3,461 10.1

25年３月期 46,896 1.8 5,156 △5.8 5,150 4.0 3,145 13.7
　

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

26年３月期 180.65 －

25年３月期 164.12 －
　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年３月期 63,721 42,512 66.7 2,218.42

25年３月期 61,379 39,799 64.8 2,076.80

(参考) 自己資本 26年３月期 42,512百万円 25年３月期 39,799百万円
　

２．平成27年３月期の個別業績予想（平成26年４月１日～平成27年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 23,580 4.6 2,590 3.4 1,620 6.0 84.54

通 期 51,960 4.8 5,900 2.6 3,700 6.9 193.08
　

※ 監査手続の実施状況に関する表示

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商

品取引法に基づく財務諸表に対する監査手続は終了していません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料Ｐ.２「１.経営成績・財政状態に関する分析 （１）経営成績に関する分析」をご

覧ください。
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

当連結会計年度におけるわが国経済は、円安の進行による企業収益の改善期待や株高による資産効

果等から個人消費が持ち直し、夏場以降、景気回復への期待が一段と高まりました。一方で、電気料

金や原材料価格の上昇、不透明な海外情勢、消費税増税後の消費マインド減退への懸念などから先行

き楽観できない状況が続きました。

このような環境のもと、当社グループとしましては、各種カタログの発刊によるマーケットの拡

大、各種サービスの拡充等積極的な営業活動に注力いたしました。

営業面では、専門カタログとして、平成25年４月に老人保健施設や特別養護老人ホームなどの開設

や改築をされる事業者向けに「ナビス介護施設カタログ」（以下、「介護施設カタログ」という）を新

規発刊いたしました。また、同年６月に２年ぶりに食品検査・衛生管理向けカタログ（以下、「サニ

ーフーズ」という）、同年11月に３年ぶりにライフサイエンス研究向けカタログ（以下、「バイオラ

ボ」という）を、品揃え新たに発刊いたしました。

総合カタログとしては、病院・介護部門の主力カタログである「ナビス看護・医療用品総合カタロ

グ」（以下、「ナビス総合カタログ」という）を平成25年11月に更新いたしました。

更に、100％子会社として亜速旺（上海）商貿有限公司を設立している中国では、平成25年５月に

中文総合カタログ第４号となる「亜速旺実験用機器・耗材目録6000号」を発刊いたしました。

「介護施設カタログ」につきましては、社会的に介護施設の増設が急務とされているなか、大幅に

開設案件への関与を増加させることができました。

「サニーフーズ」につきましては、食品の偽装表示の問題が社会問題化するなど、食に対する安心

安全の声が高まるなか、食品検査に関するトータルコーディネート力を認めていただき、食品検査室

を一括してプランニングさせていただく事例が増えました。

「バイオラボ」につきましては、国の第４期科学技術基本計画において「ライフイノベーションの

推進」が優先課題に挙げられている中、ライフサイエンス研究向けカタログとして、試薬等取扱いメ

ーカーの幅を広げ、必要なものを一つのカタログでワンストップで揃えられる体制を強化しました。

その結果、関連する分析機器やオリジナル消耗品の取扱は前期比30％以上の伸びを示しました。

「ナビス総合カタログ」につきましては、中央材料室・手術室向け等の品揃えを強化した結果、滅

菌管理用の衛生材料等が貢献し、新たな市場を切り拓くことができました。

中国事業につきましては、中国における営業品目を拡大させ、カタログの発刊に合わせ、中国地場

ディーラー約550社と提携し、新たにディーラー販売方式を一部採用しました。ディーラー販売は育

成中の段階ですが、中国における売上高は、まだ小規模ながら50％弱の伸びを示すことが出来まし

た。

サービス面では、修理サービスの納期短縮や商品情報の充実、試薬等を保管する為の冷凍冷蔵設備

の拡充、ＷＥＢやＥＤＩ等を利用した自動受注比率の向上を図るなど、お客様の利便性の向上、業務

の効率化を推進しました。
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販売費及び一般管理費につきましては、前期比62百万円増の93億82百万円となりました。これは、

人件費が２億40百万円増加した一方、カタログ費用を中心とした広告宣伝費が１億25百万円減少した

こと等によるものです。

この結果、当連結会計年度の連結売上高は511億92百万円（前期比6.4％増）、営業利益は59億19百

万円（同11.7％増）、経常利益は59億28百万円（同12.7％増）、当期純利益は35億87百万円（同11.7％

増）となりました。

（部門別の状況）

①研究・産業機器部門

研究・産業機器部門のうち、研究向けである科学機器分野は、ライフサイエンス関連の分析機器や

中国子会社である亜速旺（上海）商貿有限公司の売上伸張、景気回復に伴うものと思われる民間需要

の拡大が牽引し、売上高は297億55百万円（前期比7.7％増）となりました。

一方、製造現場を対象とする産業機器分野は、年初はスマートフォン、タブレット関連等の一部を

除き国内製造業の景況感に力強さは見られませんでしたが、年後半は自動車電装部品や家電業界まで

景況感が好転してくるにつれて需要が増え、売上高は98億49百万円（同4.3％増）となりました。こ

の結果、同部門の売上高は396億４百万円（同6.8％増）となりました。

②病院・介護部門

病院・介護部門につきましては、介護施設カタログ及びナビス総合カタログを発刊し、品揃えの強

化を図るとともに、新商品の販促活動を展開しました。平成25年11月のナビス総合カタログ発刊後は

介護施設や診療所の開設等の本格化が寄与し、特に第４四半期単独の売上高は前年同期比16.3％増加

しました。ナビス総合カタログについては、従来の２年ごとの発刊のペースであれば平成26年３月発

刊のところを、11月に前倒し発刊したことで年度末需要に新商品で対応することが出来ました。この

結果、同部門の売上高は115億87百万円（前期比4.8％増）となりました。

（次期の見通し）

次期のわが国経済は、景気回復に向けた兆しが現れているものの、消費税増税による影響等不透明

感があり、また、引続き原材料及びエネルギーコストなどの上昇が見込まれ、経営環境は依然として

厳しい状況で推移するものと思われます。

このような環境のもと、当社グループでは経営方針として「顧客満足度の追求」を掲げ、お客様の

ニーズを捉え、一つ一つ誠実にお応えしていくことで、業容の拡大を図ってまいります。

次期につきましては、研究・産業機器部門の主力カタログ「研究用総合機器カタログ」及び「サン

クアスト産業用研究機器カタログ」（以下、二つを総称して「総合カタログ」という）の２年に一度

の更新の年にあたり、平成26年11月の発刊を予定しております。取扱いメーカーを拡充するととも

に、ユニークなオリジナル商品を開発し、品揃えを拡大してまいります。

組織面では、営業本部内にｅコマース推進部を設置しました。当社は、従来からｅコマースを利用

した管理購買や集中購買の支援や、インターネット通販業者様とのお取引を行ってまいりましたが、

今般更なる営業体制強化を目的としてeコマースを利用した取引を一括して担当する専門部署の新設
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にいたりました。研究用機器や医療用備品の分野において、ｅコマースを検討されるお客様にとって

は、当社の持つ豊富な商品コンテンツやシステム、そして物流サービスは不可欠な要素であり、卸売

業としてディーラー様支援を堅持しつつ、それぞれのニーズを満たした専門的な連携を深めていくこ

とで取扱いの拡大を図ってまいります。

商品面では、総合カタログの発刊に向けた研究用途の新商品の拡充の他、製造現場に即した競争力

のある新商品の開拓、開発をしてまいります。

中国事業については、上海、広州、蘇州、天津の既存営業拠点に加え、５月に北京分公司を設置

し、更に内陸部に１～２拠点増やしていく予定です。中国地場ディーラー網の育成・活性化を図ると

ともに、内部体制の充実及び在庫の拡充等利便性を向上させ、カタログの利用を促進してまいりま

す。

販売費及び一般管理費につきましては、人員拡充に伴う人件費の増加、売上伸張及び単価上昇に伴

う運賃の増加、総合カタログ発刊に伴うカタログ費の増加等を見込んでおります。

営業外損益につきましては、賃貸不動産の稼働率が向上したことに伴い不動産賃貸収入が増加する

一方、償却の進行により不動産賃貸原価が減少する見込みであること等から、増益を見込んでおりま

す。

以上により、次期の連結業績予想は、売上高537億70百万円（前期比5.0％増）、営業利益59億70百

万円（同0.9％増）、経常利益60億50百万円（同2.0％増）、当期純利益38億10百万円（同6.2％増）を

見込んでおります。

（注）この資料に記載されております業績等の予想数字につきましては、現時点で得られた情報に基

づいて算定しておりますが、多分に不確定な要素を含んでおります。従いまして、実際の業績等は業

況の変化などによりこの資料に記載されている予想とは大きく異なる場合がありますことをご承知お

きください。
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（２）財政状態に関する分析

① 資産、負債、純資産の状況

（資産の部）

当連結会計年度末の流動資産は、457億１百万円（前連結会計年度末比７億54百万円増）となりま

した。これは、主として電子記録債権が12億59百万円増加、現金及び預金が８億81百万円増加した一

方、期日償還により有価証券が14億91百万円減少したこと等によるものであります。固定資産は、

187億59百万円（同19億30百万円増）となりました。これは、主として債券20億円を購入したこと等

により投資有価証券が24億86百万円増加したこと等によるものであります。以上により、資産合計は

644億60百万円（同26億84百万円増）となりました。

　

（負債の部）

当連結会計年度末の流動負債は、155億７百万円（前連結会計年度末比24億５百万円増）となりま

した。これは、主として支払手形及び買掛金が10億83百万円増加したこと、未払法人税等が６億81百

万円増加したこと等によるものであります。固定負債は、62億92百万円（同26億98百万円減）となり

ました。これは、主として長期借入金が繰上返済の20億円を含め29億円減少したこと等によるもので

あります。以上により、負債合計は218億円（同２億93百万円減）となりました。

　

（純資産の部）

当連結会計年度末の純資産は、426億60百万円（前連結会計年度末比29億78百万円増）となりまし

た。これは、主として利益剰余金が25億33百万円増加したこと、その他有価証券評価差額金が３億６

百万円増加したこと等によるものであります。

② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ27億81百万円増加し、97億46

百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、52億68百万円の資金収入で前連結

会計年度に比べ収入が20億24百万円増加いたしました。これは、主として前連結会計年度に比べ法人

税等の支払額が７億58百万円減少したこと、税金等調整前当期純利益が６億50百万円増加したこと及

び未払消費税等の増減額が４億17百万円増加したこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、11億41百万円の資金収入で前連結

会計年度に比べ収入が５億61百万円減少いたしました。これは、主として投資有価証券の償還による

収入が15億円あった一方、投資有価証券の取得による支出が19億64百万円増加したこと等によるもの

であります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、37億28百万円の資金支出で、前連

結会計年度に比べ支出が20億32百万円増加いたしました。これは、主として長期借入金の返済による

支出が20億円増加したこと等によるものであります。

③ キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期

自己資本比率（％） 65.8 56.1 60.6 64.2 66.2

時価ベースの自己資本比率
（％）

62.1 54.5 57.8 66.3 83.7

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（年）

1.2 6.0 2.1 2.8 1.2

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

59.4 27.2 29.2 27.4 56.5

ａ．各指標の算出方法は以下のとおりであります。

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

ｂ．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

ｃ．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（期末自己株式数控除後）により算出して

おります。

ｄ．営業キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。

ｅ．利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

ｆ．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を

対象としております。

④ キャッシュ・フローの見通し

営業活動によるキャッシュ・フローのうち税金等調整前当期純利益は、約60億円を予想しておりま

す。投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の純預入、システム投資、商品開発に伴う金型

等への投資等を見込んでおります。財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払、長期借入

金の返済等を見込んでおります。以上の結果、次期連結会計年度の現金及び現金同等物の期末残高

は、当連結会計年度末より減少する見込みで、約30億円を予想しております。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、連結当期純利益を基準に配当性向30％を目標とする業績連動型の配当政策を利益配分の基

本方針といたしております。毎年３月31日及び９月30日を基準日とする、年２回の配当を継続する方

針であります。

　内部留保につきましては、経営体質の一層の強化を図るために活用してまいります。

　当期の配当につきましては、普通配当に加え、東京証券取引所上場15周年を記念し、期末配当にお

いて、１株当たり10円の記念配当を実施することとし、１株当たり66円（内中間配当25円）とさせて

いただきたく存じます。

　次期の配当につきましては、１株当たり60円（内中間配当30円）を予定しております。

（４）事業等のリスク

当社グループの経営成績、財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスク及び変動要因と、その他

重要と考えられる事項を以下のとおり記載いたします。当社グループでは、これらのリスクの発生を

十分に認識した上で、発生を極力回避し、また発生した場合に的確な対応を行うための努力を継続し

てまいります。

① 当社グループの事業内容について

当社グループは、各種研究所、研究機関、生産施設、医療施設等において使用される科学機器、備

品等の卸売を主たる事業としております。事業の形態といたしましては、約4,100社の科学機器や医

療・介護関連機器のディーラー様に対し商品カタログ等を提供し、ディーラー様がこのカタログをユ

ーザー様に配布して営業を行い、ディ－ラー様が当社に注文を出し、当社からディーラー様へ商品を

届けるカタログ販売の形態が主要な事業であります。

また、商品の仕入れは、約2,400社のメーカー様、商社様から仕入れ、一部商品については、当社

ブランドの商品を生産委託しております。

このように、当社グループの事業はディーラー様、仕入先様等の多くの取引先様の協力によって支

えられております。従って、取引先様の経営状況の変化等によって取引先様から協力が得られない事

態になった場合は、販売チャンスを逸したり商品の仕入れに支障を来たしたりするなど、当社グルー

プの事業運営に影響を与える可能性があります。

② 情報システムについて

当社は、受注から出荷までを一連の情報システムによって運営しております。また、受注は原則デ

ィーラー様経由で、その約６割をインターネットをはじめとする電磁的方法により注文を受け、受注

業務の効率化を図っております。情報システム関連の技術革新は著しく、その変化に適応すべく、当

社では継続的に投資を実施しております。また、万一の事態に備え、不正アクセスやコンピュータウ

ィルスを防御するセキュリティー対策も講じております。

しかし、基幹システム、ネットワークの障害及び情報の改ざん・破壊・漏洩等を完全に予防または

回避することが困難な場合もあり、万が一かかる事態が生じた場合、当社グループの事業運営に重大

な支障を及ぼす可能性があります。
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③ 競合について

科学機器、備品等を取扱う当業界は、大小さまざまなメーカー、商社が激しい競争を行っておりま

す。当社グループといたしましても、カタログを通じた幅広い品揃え、「ビーカー１つ」でもすぐに

納入できるクイックデリバリー体制の構築及び情報機能強化等を図り、競合他社との差別化に努め、

売上の拡大を図っております。しかしながら、競合先も、価格、サービス等それぞれの得意分野を活

かした業容拡大を図っており、当社グループが即応できないサービスを提供する競合先が現れる可能

性があり、その場合は当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

④ 商品について

当社グループは、商社という特性から大半の取扱商品は他社ブランド品でありますが、一部当社グ

ループが輸入した商品及び自社ブランド商品を取扱っております。当社は、国内事業所において

ISO9001の認証を取得し、品質マネジメント体制の構築に取り組んでおり、また、製造物責任賠償に

ついては、保険に加入しております。しかしながら、予想外のリコールや製造物責任賠償につながる

ような問題が生じた場合は、この保険が最終的に負担する賠償額を充分にカバーできない場合もあ

り、多額のコストを発生させ、当社グループの評価に重大な影響を与えることにより売上高を低下さ

せ、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑤ 災害や停電について

当社は、埼玉県北葛飾郡、大阪市及び福岡県朝倉市に物流センターを設置しております。これらの

施設において災害、停電、その他の中断事象が生じた場合、その影響を完全に防止または軽減できる

保証はありません。仮にこれらの施設で地震やその他の操業を中断する事象が発生した場合、商品の

出荷能力が著しく低下する可能性があります。また、商品の調達に一部支障が生ずる可能性がありま

す。

⑥ 海外展開に潜在するリスクについて

当社グループは、中国・東南アジアを中心とした協力メーカー様から一部商品の供給を受けており

ます。また、中国にて現地法人を設立し営業をしております。これらの海外への事業展開には以下に

掲げるようなリスクが内在しております。

a. 予想外の法律または規制の変更

b. 予期しない不利な政治的または経済的要因の発生

c. 人材の採用と確保の難しさ

d. 未整備の技術インフラが、当社グループの商品やサービスに対する顧客の支持を低下させる可

能性

e. 為替相場の変動

f. テロ、戦争、その他の要因による社会的混乱

これらにより、商品の供給等に支障が生じた場合、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性が

あります。

⑦ 有価証券等の価格の変動について

当社グループは、他社との事業上の関係等を維持、促進する目的または資産運用の目的で、有価証

券等を保有しております。
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しかし、かかる有価証券等について、経済環境や金融市場環境の変化等により資産価値が減少し損

失を計上した場合、元本・利息の回収が出来なくなった場合等には、当社グループの業績または財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。

⑧ 法的規制等について

当社グループは、事業運営において薬事法、建設業法、計量法、古物営業法、電気用品安全法、食

品衛生法、毒物及び劇物取締法、貨物利用運送事業法、倉庫業法、外国為替及び外国貿易法、下請代

金遅延等防止法、個人情報保護法、製造物責任法等関係諸法令により様々な法的規制等の適用を受け

ております。そのため、これらの法的規制等が変更又は新設された場合や当社グループがこれらの法

的規制等に抵触した場合、当社グループの事業運営や業績に影響を与える可能性があります。
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２．企業集団の状況

当社グループは、当社（アズワン株式会社）及び連結子会社３社（亜速旺（上海）商貿有限公司、ニ

ッコー・ハンセン株式会社及び井内物流株式会社）により構成されており、主に各種研究所、研究機

関、生産施設、医療施設等において使用される科学機器、備品等を取扱う専門商社であります。

　なお、亜速旺（上海）商貿有限公司は研究用科学機器等の販売を行っており、研究・産業機器部門に

属しております。ニッコー・ハンセン株式会社は理化学機器の輸入・販売等を行っており、研究・産業

機器部門に属しております。井内物流株式会社は当社の国内物流倉庫の運営等を受託しております。
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社グループは、「革新と創造」という経営理念のもとで、「顧客満足度の追求」を徹底すること

により業容を拡大し、併せて業務の効率化を推進することによって収益力の強化・企業価値の増大

を図ることを経営の基本方針といたしております。

　「顧客満足度の追求」につきましては、より多様化するユーザーニーズにきめ細かく対応するた

めに、魅力ある幅広い品揃え、カタログやインターネット等による様々な情報の提供に加え、商品

のクイックデリバリーやサポートサービス等、お客様の利便性向上が重要であると考えておりま

す。

　

（２）目標とする経営指標

当社グループは、経営方針として「顧客満足度の追求」を徹底することを掲げておりますが、成

長過程にあり柔軟性を保つために数値的な経営指標は設けておりません。

（３）中長期的な会社の経営戦略並びに会社の対処すべき課題

当社グループは、新分野の開拓、新商品の情報収集、新規取引先の開拓等によって業容の拡大を

図り、さらに情報サービスの提供、ロジスティクス機能の充実、サポートサービスの提供等によっ

てお客様の利便性を向上させるため、以下の課題に取り組んでまいります。

① マーチャンダイジングの強化

当社グループの事業は、カタログ（紙媒体及び電子媒体）を通じた販売を主体としております。

そのため、魅力的な商品を多数掲載した競争力あるカタログを発刊することを、経営上の重要な課

題と考えております。具体的には、掲載商品の構成、品質及び機能の向上、競争力ある価格設定、

オリジナル商品開発等による他社との差別化等を進めてまいります。

当社の総合カタログに掲載している比較的汎用性の高い商品に加え、より専門性の高い分野とし

て、食品検査・衛生管理用品分野、ライフサイエンス関連商品分野、クリーンルーム用品分野及び

研究設備機器分野等への取組みも一層注力し、市場ニーズを捉えた各種専門カタログの発刊等、品

揃えの充実に努めてまいります。更に、当社の強みを活かしつつ、ニッチな専門分野をいくつも作

っていくことが今後の課題であります。

今後も市場の変化に機敏に対応しつつ、新商品と新分野の開拓に努めてまいりたいと考えており

ます。

② 物流機能の強化

現在、大阪物流センター、東京物流センター、九州物流センターの３拠点で物流機能を担ってお

り、「ビーカー１つ」でも即日出荷するクイックデリバリー体制が当社グループの強みであります。

今後、売上の増加とともに、物量、品揃えを増やしていくなかでも、「必要なものが必要なときに

必要な分だけ納入される安心感」をご提供できるよう、一層の物流機能強化及び在庫・仕入管理体

制強化並びに設備・情報システム面の充実を図ってまいります。より多様化するお客様からのご要

望に応え、コスト削減とサービス向上を両立できるよう努力してまいります。
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③ 情報機能の強化

当社グループは、紙媒体であるカタログに加え、インターネットで商品の詳細情報・在庫情報を

リアルタイムに閲覧できる商品検索システムや動画による商品紹介を行っております。また、ＥＤ

Ｉや、インターネットを利用した受発注システム「ai-com web」を整備し、ディーラー様及び仕入

先様との情報伝達の効率化を図る等、受注から出荷までの一連のシステム化を推進してまいりまし

た。

また、ｅコマースによる管理購買や集中購買を支援するシステム「ocean」を提供する等、お客

様のご要望に応えられるシステム改善を常に行っております。ｅコマースを利用した商品調達は、

ＢｔｏＢの世界でも、ますます拡大していくものと見込まれます。当社グループは、受注後即日出

荷できる物流機能を有し、研究用機器や医療用備品で屈指の品揃えとカタログ商品コンテンツがあ

り、これらの情報を流通に結び付けるシステムを有しております。これらの当社の機能は、管理購

買や集中購買を検討されるお客様やインターネット通販業者様にとって、無くてはならない機能と

なっております。これらの機能を活かし、卸売業としてディーラー様支援を堅持しつつ、それぞれ

のニーズを満たした専門的な連携を深めていくことで取扱いの拡大を図ってまいります。

また、お客様サービスとしては、カスタマー相談センターを設け、電話やインターネット等によ

るより詳細なお問い合わせにタイムリーにお答えする仕組みも整えてまいりました。今後も、めま

ぐるしく変化する市場への対応を考え、更なる効率化と情報機能の高度化を進めてまいります。

④ グローバル化の推進

当社グループは、現在世界20ヶ国以上から商品を調達し、カタログに掲載しております。今後

も、世界で通用する商品を開拓・発掘し、お客様にご提供していく方針であります。

また、中国にて現地法人を設立し営業をしております。現在、上海、広州、蘇州、天津の既存営

業拠点に加え、５月に北京分公司を設置し、更に内陸部に１～２拠点増やしていく予定です。これ

までの日系企業を中心とした直販の得意先に加え、中国地場ディーラー網の育成・活性化を図ると

ともに、内部体制の充実及び在庫の拡充をはかり、利便性を向上させカタログの利用を促進してま

いります。

また、中国国内での販売量が増えれば、調達ボリュームや輸送コストの面で日本側との相乗効果

が期待でき、中国からの商品調達の窓口としても活用してまいります。

「革新と創造」という経営理念のもと、常に新しいことにチャレンジし、新しい仕組みを作り出

し、業容を拡大させてまいります。
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 20,305,022 21,186,402

受取手形及び売掛金 17,972,903 17,723,068

電子記録債権 1,455 1,260,888

有価証券 1,491,241 -

たな卸資産 ※ 4,586,576 ※ 4,876,830

繰延税金資産 320,209 353,383

その他 295,821 322,903

貸倒引当金 △26,409 △22,110

流動資産合計 44,946,821 45,701,366

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 5,052,454 5,055,884

減価償却累計額 △2,856,648 △2,989,045

建物及び構築物（純額） 2,195,806 2,066,839

機械装置及び運搬具 357,981 358,076

減価償却累計額 △296,227 △302,666

機械装置及び運搬具（純額） 61,754 55,410

工具、器具及び備品 2,064,894 2,126,492

減価償却累計額 △1,768,787 △1,815,403

工具、器具及び備品（純額） 296,106 311,089

土地 3,434,558 3,397,758

リース資産 385,774 385,774

減価償却累計額 △278,865 △326,845

リース資産（純額） 106,908 58,928

有形固定資産合計 6,095,133 5,890,024

無形固定資産

ソフトウエア 1,749,823 1,441,646

ソフトウエア仮勘定 28,565 24,055

その他 44,320 42,962

無形固定資産合計 1,822,709 1,508,664

投資その他の資産

投資有価証券 3,774,449 6,260,475

退職給付に係る資産 - 254,029

繰延税金資産 57,075 21,861

投資不動産 5,001,316 5,012,702

減価償却累計額 △487,765 △634,717

投資不動産（純額） 4,513,551 4,377,985

その他 614,750 493,891

貸倒引当金 △48,753 △47,703

投資その他の資産合計 8,911,074 11,360,539

固定資産合計 16,828,917 18,759,228

資産合計 61,775,738 64,460,595
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,100,626 11,184,581

短期借入金 815,894 1,090,000

未払法人税等 828,619 1,509,929

賞与引当金 431,219 513,130

その他 925,612 1,209,620

流動負債合計 13,101,972 15,507,261

固定負債

長期借入金 8,075,000 5,175,000

繰延税金負債 3,858 138,830

退職給付引当金 16,652 -

役員退職慰労引当金 117,496 156,704

退職給付に係る負債 - 19,117

資産除去債務 415,504 423,239

その他 363,427 380,064

固定負債合計 8,991,938 6,292,955

負債合計 22,093,910 21,800,217

純資産の部

株主資本

資本金 5,075,000 5,075,000

資本剰余金 5,469,500 5,469,500

利益剰余金 31,404,283 33,937,362

自己株式 △3,213,379 △3,214,799

株主資本合計 38,735,403 41,267,062

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 953,802 1,259,815

繰延ヘッジ損益 6,569 6,770

為替換算調整勘定 △13,948 126,729

その他の包括利益累計額合計 946,423 1,393,315

純資産合計 39,681,827 42,660,377

負債純資産合計 61,775,738 64,460,595
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高 48,128,799 51,192,138

売上原価 33,508,518 35,890,881

売上総利益 14,620,281 15,301,256

販売費及び一般管理費 ※1, ※2 9,319,789 ※1, ※2 9,382,203

営業利益 5,300,491 5,919,052

営業外収益

受取利息 96,190 55,674

受取配当金 11,741 16,719

不動産賃貸料 257,893 309,649

その他 25,982 31,139

営業外収益合計 391,807 413,183

営業外費用

支払利息 118,245 91,430

不動産賃貸原価 284,924 268,826

その他 28,350 43,320

営業外費用合計 431,520 403,578

経常利益 5,260,779 5,928,658

特別損失

固定資産売却損 - 17,185

特別損失合計 - 17,185

税金等調整前当期純利益 5,260,779 5,911,472

法人税、住民税及び事業税 1,860,441 2,356,247

法人税等調整額 190,371 △31,865

法人税等合計 2,050,813 2,324,381

少数株主損益調整前当期純利益 3,209,966 3,587,091

当期純利益 3,209,966 3,587,091
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 3,209,966 3,587,091

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 603,278 306,012

繰延ヘッジ損益 △7,070 200

為替換算調整勘定 49,740 140,678

その他の包括利益合計 ※ 645,949 ※ 446,891

包括利益 3,855,915 4,033,982

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 3,855,915 4,033,982

少数株主に係る包括利益 - -
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

(単位：千円)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,075,000 5,469,500 29,248,340 △3,213,138 36,579,702

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △1,054,023 　 △1,054,023

当期純利益 　 　 3,209,966 　 3,209,966

自己株式の取得 　 　 　 △241 △241

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― 2,155,942 △241 2,155,701

当期末残高 5,075,000 5,469,500 31,404,283 △3,213,379 38,735,403

　

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 350,524 13,640 △63,689 300,474 36,880,176

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 △1,054,023

当期純利益 　 　 　 　 3,209,966

自己株式の取得 　 　 　 　 △241

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
603,278 △7,070 49,740 645,949 645,949

当期変動額合計 603,278 △7,070 49,740 645,949 2,801,650

当期末残高 953,802 6,569 △13,948 946,423 39,681,827
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当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：千円)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,075,000 5,469,500 31,404,283 △3,213,379 38,735,403

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △1,054,012 　 △1,054,012

当期純利益 　 　 3,587,091 　 3,587,091

自己株式の取得 　 　 　 △1,420 △1,420

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― 2,533,078 △1,420 2,531,658

当期末残高 5,075,000 5,469,500 33,937,362 △3,214,799 41,267,062

　

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 953,802 6,569 △13,948 946,423 39,681,827

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 △1,054,012

当期純利益 　 　 　 　 3,587,091

自己株式の取得 　 　 　 　 △1,420

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
306,012 200 140,678 446,891 446,891

当期変動額合計 306,012 200 140,678 446,891 2,978,550

当期末残高 1,259,815 6,770 126,729 1,393,315 42,660,377
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 5,260,779 5,911,472

為替差損益（△は益） 254 △630

減価償却費 1,043,771 1,013,860

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,252 △5,678

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,701 81,910

退職給付引当金の増減額（△は減少） △104,043 △16,652

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - 19,117

前払年金費用の増減額（△は増加） △126,975 126,975

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） - △254,029

固定資産除却損 21,162 3,525

固定資産売却損益（△は益） - 17,185

その他の非資金項目 120,035 46,942

受取利息及び受取配当金 △107,931 △72,393

支払利息 118,245 91,430

売上債権の増減額（△は増加） △53,490 △975,676

たな卸資産の増減額（△は増加） 92,294 △271,210

仕入債務の増減額（△は減少） △108,246 1,067,612

未払消費税等の増減額（△は減少） △254,683 162,989

その他 △202,255 20,258

小計 5,700,367 6,967,008

利息及び配当金の受取額 99,353 73,346

利息の支払額 △118,508 △93,199

法人税等の支払額 △2,437,184 △1,679,019

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,244,026 5,268,136

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △6,100,000 △600,000

定期預金の払戻による収入 8,200,000 2,500,000

投資有価証券の取得による支出 △58,000 △2,022,800

投資有価証券の償還による収入 - 1,500,000

有形固定資産の取得による支出 △222,025 △130,292

無形固定資産の取得による支出 △132,159 △138,096

固定資産の売却による収入 - 28,082

その他 15,181 4,841

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,702,996 1,141,735

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,894 △25,894

長期借入金の返済による支出 △600,000 △2,600,000

自己株式の取得による支出 △241 △1,420

配当金の支払額 △1,053,844 △1,053,144

リース債務の返済による支出 △47,755 △47,755

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,695,946 △3,728,213

現金及び現金同等物に係る換算差額 36,292 99,721

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,287,368 2,781,379

現金及び現金同等物の期首残高 3,677,654 6,965,022

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 6,965,022 ※ 9,746,402
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

子会社は、亜速旺（上海）商貿有限公司、ニッコー・ハンセン株式会社及び井内物流株式会社の3社であり、当該子

会社を連結の範囲としております。

２ 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名 亜速旺（上海）商貿有限公司

決算日 12月31日

連結財務諸表の作成に当たっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しております。)

時価のないもの

移動平均法による原価法

② デリバティブ

時価法

③ たな卸資産

商品及び製品

移動平均法による原価法、但し加工商品については主として総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

原材料及び貯蔵品

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く)

定率法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 15～50年

建物以外 2～15年

② 無形固定資産 (リース資産を除く)

定額法

自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づいております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

④ 長期前払費用

毎期均等償却しております。

⑤ 投資不動産

定率法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 13～50年

建物以外 10～15年

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

③ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金の内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上して

おります。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、その発生時において一括して費用処理しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。
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(6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしている

場合には振当処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 … 為替予約

ヘッジ対象 … 外貨建仕入債務

外貨建予定取引

③ ヘッジ方針

為替相場の市場変動リスクの回避とキャッシュ・フローの固定化を目的にしており、投機的なデリバティブ取

引は行っておりません。

④ ヘッジ有効性評価の方法

為替予約はヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３カ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(会計方針の変更)

（退職給付に関する会計基準）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指

針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債とし

て、年金資産の額が退職給付債務を超える場合には退職給付に係る資産として計上する方法に変更しております。

なお、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用はありません。

(表示方法の変更)

（連結貸借対照表）

前連結会計年度まで流動資産の「受取手形及び売掛金」に含めて表示しておりました「電子記録債権」は、金額

的重要性が増したため当連結会計年度より区分掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、

前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、流動資産の「受取手形及び売掛金」に表示していた

17,974,358千円は「受取手形及び売掛金」17,972,903千円、「電子記録債権」1,455千円として組替えております。
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(連結貸借対照表関係)

※ たな卸資産の内訳

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

商品及び製品 4,507,780千円 4,806,578千円

原材料及び貯蔵品 78,796 70,252

　

(連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

運賃及び保管費 2,154,221千円 2,148,177千円

貸倒引当金繰入額 18,586 5,007

役員報酬・給与及び賞与 2,351,408 2,453,316

賞与引当金繰入額 425,556 519,085

退職給付費用 △52,722 △55,291

役員退職慰労引当金繰入額 22,697 39,207

※２ 研究開発費の総額

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

一般管理費に含まれる研究開発費 23,095千円 21,434千円

(連結包括利益計算書関係)

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 936,768千円 475,174千円

組替調整額 － －

税効果調整前 936,768 475,174

税効果額 △333,489 △169,162

その他有価証券評価差額金 603,278 306,012

繰延ヘッジ損益

当期発生額 △11,403 △83

組替調整額 － －

税効果調整前 △11,403 △83

税効果額 4,333 284

繰延ヘッジ損益 △7,070 200

為替換算調整勘定

当期発生額 49,740 140,678

組替調整額 － －

税効果調整前 49,740 140,678

税効果額 － －

為替換算調整勘定 49,740 140,678

その他の包括利益合計 645,949 446,891
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数（株)
当連結会計年度
増加株式数（株)

当連結会計年度
減少株式数（株)

当連結会計年度末
株式数（株)

発行済株式

普通株式 20,688,135 ― ― 20,688,135

合計 20,688,135 ― ― 20,688,135

自己株式

普通株式 1,524,060 130 ― 1,524,190

合計 1,524,060 130 ― 1,524,190

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

　

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 479,101 25 平成24年３月31日 平成24年６月29日

平成24年10月31日
取締役会

普通株式 574,921 30 平成24年９月30日 平成24年12月４日

(注) 平成24年10月31日開催の取締役会決議の１株当たり配当額には、設立50周年及び創業80周年記念配当５円を含

んでおります。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 574,918 利益剰余金 30 平成25年３月31日 平成25年６月28日

(注) １株当たり配当額には、設立50周年及び創業80周年記念配当５円を含んでおります。
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当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数（株)
当連結会計年度
増加株式数（株)

当連結会計年度
減少株式数（株)

当連結会計年度末
株式数（株)

発行済株式

普通株式 20,688,135 ― ― 20,688,135

合計 20,688,135 ― ― 20,688,135

自己株式

普通株式 1,524,190 609 ― 1,524,799

合計 1,524,190 609 ― 1,524,799

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 574,918 30 平成25年３月31日 平成25年６月28日

平成25年10月31日
取締役会

普通株式 479,094 25 平成25年９月30日 平成25年12月３日

(注) 平成25年６月27日開催の定時株主総会決議の１株当たり配当額には、設立50周年及び創業80周年記念配当５円

を含んでおります。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 785,696 利益剰余金 41 平成26年３月31日 平成26年６月30日

(注) １株当たり配当額には、上場15周年記念配当10円を含んでおります。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

現金及び預金勘定 20,305,022千円 21,186,402千円

預入期間が３カ月を超える定期預金 △13,340,000 △11,440,000

現金及び現金同等物 6,965,022 9,746,402

(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

繰延税金資産

減価償却費 176,535千円 195,799千円

減損損失 195,329 195,024

賞与引当金 164,042 182,891

資産除去債務 147,919 150,673

未払事業税 69,381 103,436

役員退職慰労引当金 41,885 55,860

退職給付引当金 6,211 －

退職給付に係る負債 － 7,130

その他 175,540 158,774

繰延税金資産小計 976,845 1,049,590

評価性引当額 － －

繰延税金資産合計 976,845 1,049,590

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △526,508 △696,081

前払年金費用 △45,246 －

退職給付に係る資産 － △90,499

繰延ヘッジ損益 △4,026 △3,742

その他 △27,636 △22,853

繰延税金負債合計 △603,418 △813,176

繰延税金資産の純額 373,426 236,414

(注) 連結貸借対照表に含まれる繰延税金資産及び繰延税金負債の純額

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

流動資産－繰延税金資産 320,209千円 353,383千円

固定資産－繰延税金資産 57,075 21,861

固定負債－繰延税金負債 3,858 138,830

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前連結会計年度（平成25年３月31日）

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるため、

注記を省略しております。

当連結会計年度（平成26年３月31日）

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるため、

注記を省略しております。
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(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１ 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、取締役会が定期的に検討を行う対象としているものであります。

当社グループは、研究・産業機器分野及び病院・介護分野における得意先様に、主として機器・備品・消耗品等

を卸売の形態で販売しております。取扱商品は多種多様でありますが、対象市場・顧客、調達方法及び販売方法等

について類似する単一事業を営んでおります。このため報告セグメントは一つであります。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告セグメントが一つのため、記載を省略しております。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

報告セグメントが一つのため、記載を省略しております。

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

報告セグメントが一つのため、記載を省略しております。
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(関連情報)

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

１ 製品及びサービスごとの情報

単一製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しております。

２ 地域ごとの情報

（１）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略してお

ります。

当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

１ 製品及びサービスごとの情報

単一製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しております。

２ 地域ごとの情報

（１）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略してお

ります。

　

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報）

該当事項はありません。

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報）

該当事項はありません。

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

１株当たり純資産額 2,070円65銭 2,226円15銭

１株当たり当期純利益金額 167円50銭 187円18銭

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当期純利益（千円) 3,209,966 3,587,091

普通株式に係る当期純利益（千円) 3,209,966 3,587,091

普通株式の期中平均株式数（株) 19,164,046 19,163,698

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

（開示の省略）

リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、資産除去債務及び賃貸等不動産関係に関する

注記事項並びに関連当事者情報については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を

省略しております。
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５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 19,853,858 20,591,422

受取手形 8,328,191 7,307,756

電子記録債権 1,455 1,260,888

売掛金 9,235,259 9,926,526

有価証券 1,491,241 -

商品及び製品 4,220,420 4,524,080

原材料及び貯蔵品 77,450 69,371

前渡金 28,952 30,660

前払費用 119,938 122,770

繰延税金資産 297,801 331,335

その他 109,838 87,774

貸倒引当金 △25,150 △20,522

流動資産合計 43,739,257 44,232,064

固定資産

有形固定資産

建物 4,946,943 4,949,804

減価償却累計額 △2,772,870 △2,901,620

建物（純額） 2,174,073 2,048,183

構築物 90,304 90,304

減価償却累計額 △74,158 △76,976

構築物（純額） 16,146 13,327

機械及び装置 275,791 278,311

減価償却累計額 △219,099 △230,826

機械及び装置（純額） 56,691 47,485

車両運搬具 77,574 74,923

減価償却累計額 △73,524 △69,434

車両運搬具（純額） 4,050 5,488

工具、器具及び備品 1,972,909 2,026,028

減価償却累計額 △1,684,565 △1,728,462

工具、器具及び備品（純額） 288,343 297,566

土地 3,434,558 3,397,758

リース資産 385,774 385,774

減価償却累計額 △278,865 △326,845

リース資産（純額） 106,908 58,928

有形固定資産合計 6,080,771 5,868,738

無形固定資産

特許権 437 250

商標権 542 470

ソフトウエア 1,740,396 1,425,084

ソフトウエア仮勘定 28,565 24,055

その他 37,163 37,163

無形固定資産合計 1,807,104 1,487,023
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(単位：千円)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 3,774,449 6,260,475

関係会社株式 29,800 29,800

関係会社出資金 800,000 800,000

破産更生債権等 46,905 45,855

長期前払費用 5,629 17,273

前払年金費用 116,104 237,858

繰延税金資産 86,721 -

投資不動産 5,001,316 5,012,702

減価償却累計額 △487,765 △634,717

投資不動産（純額） 4,513,551 4,377,985

その他 427,013 411,493

貸倒引当金 △47,873 △46,823

投資その他の資産合計 9,752,301 12,133,917

固定資産合計 17,640,177 19,489,679

資産合計 61,379,434 63,721,744

負債の部

流動負債

支払手形 484,821 525,776

買掛金 9,235,475 10,238,848

短期借入金 600,000 900,000

リース債務 47,755 47,755

未払金 812,420 940,833

未払費用 136,763 152,014

未払法人税等 824,654 1,478,482

前受金 6,555 9,634

預り金 16,680 17,245

前受収益 27,195 34,654

賞与引当金 412,514 493,092

その他 6,795 157,635

流動負債合計 12,611,634 14,995,971

固定負債

長期借入金 8,075,000 5,175,000

リース債務 47,755 -

繰延税金負債 - 82,776

役員退職慰労引当金 114,132 152,340

資産除去債務 415,504 423,239

その他 315,672 380,064

固定負債合計 8,968,064 6,213,421

負債合計 21,579,698 21,209,393
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(単位：千円)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,075,000 5,075,000

資本剰余金

資本準備金 5,469,500 5,469,500

資本剰余金合計 5,469,500 5,469,500

利益剰余金

利益準備金 159,327 159,327

その他利益剰余金

別途積立金 28,200,000 30,200,000

繰越利益剰余金 3,148,916 3,556,738

利益剰余金合計 31,508,243 33,916,065

自己株式 △3,213,379 △3,214,799

株主資本合計 38,839,363 41,245,765

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 953,802 1,259,815

繰延ヘッジ損益 6,569 6,770

評価・換算差額等合計 960,372 1,266,585

純資産合計 39,799,736 42,512,351

負債純資産合計 61,379,434 63,721,744
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（２）損益計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高 46,896,456 49,595,039

売上原価

商品期首たな卸高 4,356,105 4,220,420

当期商品仕入高 32,506,093 35,030,395

当期加工商品原価 283,719 316,658

合計 37,145,917 39,567,474

他勘定振替高 33,050 56,242

商品期末たな卸高 4,220,420 4,524,080

売上原価合計 32,892,446 34,987,152

売上総利益 14,004,010 14,607,887

販売費及び一般管理費 8,847,736 8,883,414

営業利益 5,156,274 5,724,473

営業外収益

受取利息 28,897 17,560

有価証券利息 59,697 29,018

受取配当金 37,741 26,719

不動産賃貸料 274,746 328,661

その他 23,514 30,719

営業外収益合計 424,597 432,680

営業外費用

支払利息 116,899 90,195

不動産賃貸原価 284,924 268,826

その他 28,423 49,811

営業外費用合計 430,247 408,833

経常利益 5,150,624 5,748,319

特別損失

固定資産売却損 - 17,185

特別損失合計 - 17,185

税引前当期純利益 5,150,624 5,731,134

法人税、住民税及び事業税 1,812,458 2,302,213

法人税等調整額 192,949 △32,913

法人税等合計 2,005,407 2,269,300

当期純利益 3,145,216 3,461,834
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 5,075,000 5,469,500 159,327 26,400,000 2,857,723 29,417,050

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 △1,054,023 △1,054,023

別途積立金の積立 　 　 　 1,800,000 △1,800,000 ―

当期純利益 　 　 　 　 3,145,216 3,145,216

自己株式の取得 　 　 　 　 　

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ― 1,800,000 291,193 2,091,193

当期末残高 5,075,000 5,469,500 159,327 28,200,000 3,148,916 31,508,243

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △3,213,138 36,748,411 350,524 13,640 364,164 37,112,575

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 △1,054,023 　 　 △1,054,023

別途積立金の積立 　 ― 　 　 ―

当期純利益 　 3,145,216 　 　 3,145,216

自己株式の取得 △241 △241 　 　 △241

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 603,278 △7,070 596,208 596,208

当期変動額合計 △241 2,090,951 603,278 △7,070 596,208 2,687,160

当期末残高 △3,213,379 38,839,363 953,802 6,569 960,372 39,799,736
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当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 5,075,000 5,469,500 159,327 28,200,000 3,148,916 31,508,243

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 △1,054,012 △1,054,012

別途積立金の積立 　 　 　 2,000,000 △2,000,000 ―

当期純利益 　 　 　 　 3,461,834 3,461,834

自己株式の取得 　 　 　 　 　

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ― 2,000,000 407,821 2,407,821

当期末残高 5,075,000 5,469,500 159,327 30,200,000 3,556,738 33,916,065

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △3,213,379 38,839,363 953,802 6,569 960,372 39,799,736

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 △1,054,012 　 　 △1,054,012

別途積立金の積立 　 ― 　 　 ―

当期純利益 　 3,461,834 　 　 3,461,834

自己株式の取得 △1,420 △1,420 　 　 △1,420

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 306,012 200 306,213 306,213

当期変動額合計 △1,420 2,406,401 306,012 200 306,213 2,712,614

当期末残高 △3,214,799 41,245,765 1,259,815 6,770 1,266,585 42,512,351
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６．その他

　 販売実績

ａ．部門別販売実績

部門

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

　 研究・産業機器部門 37,071,322 77.0 39,604,804 77.4

　 病院・介護部門 11,057,477 23.0 11,587,333 22.6

合計 48,128,799 100.0 51,192,138 100.0

(注) １．金額には、消費税等は含まれておりません。

　 ２．部門別販売実績は、部門ごとに管轄する得意先への販売実績を集計した補足情報であり、セグメント情報

の記載ではありません。

ｂ．品目別販売実績

品目

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

科学機器・装置

汎用科学機器・装置 6,857,534 14.3 6,784,451 13.3

分析、特殊機器・装置 7,335,665 15.2 8,555,522 16.7

物理、物性測定機器・装置 2,849,251 5.9 3,338,715 6.5

実験用設備機器 3,486,651 7.2 3,989,459 7.8

小計 20,529,103 42.6 22,668,148 44.3

科学器具・消耗品

汎用器具・消耗品 13,825,759 28.7 13,553,744 26.4

半導体関係特殊器具 4,738,215 9.9 5,057,676 9.9

小計 18,563,974 38.6 18,611,420 36.3

看護・介護用品 9,035,721 18.8 9,912,568 19.4

合計 48,128,799 100.0 51,192,138 100.0

(注) １．金額には、消費税等は含まれておりません。

　 ２．品目別販売実績は、当社の品目分類による品目ごとの販売実績を集計した補足情報であり、セグメント情

報の記載ではありません。
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